「平成21年の大阪経済」の概要
第1章　低調な中、持ち直しのみられる大阪経済

（弱い動きが続く中、年後半は一部に改善のきざし）
21年の大阪経済をみると、年前半は、20年秋に起こった世界同時不況の影響から、輸出が低迷するとともに、個人消費も弱い動きが続き、住宅投資なども低調に推移した。一方で、公共工事は増加したが、生産や雇用などが悪化し、企業倒産件数も増加した。

年後半は、個人消費や住宅投資などでは弱い動きが続いたものの、家電や自動車などの耐久消費財の販売が増加し、輸出などは減少幅を縮小した。それに伴い、生産や雇用などにも改善の動きがみられ、企業倒産件数も増加幅が縮小した。

以上から、府内企業の業況は、年前半は全面的に悪化したものの、年後半は需要面、生産面ともに一部に改善の動きがみられた。業種別には、建設関連業種は年間を通じて悪化傾向で推移したが、消費関連や生産関連は年後半に一部企業で回復の動きもみられた。

第２章　平成21年の経済動向

第１節　需要は大幅に減少し低迷が続く

（個人消費は低迷が続くが一部に回復の動き）
21年は、勤労者の収入の減少が続き、大型小売店の販売額の減少も続いた。百貨店、スーパーとも全品目で前年を下回った。コンビニエンスストア販売額については、タスポの効果がなくなると既存店ベースでは減少した。

政府のエコポイント制度の導入された家電販売額は前年を上回ったが、エコカー補助金等の導入された乗用車新車販売台数は前年を下回った。

（住宅投資は大幅に減少）
21年の新設住宅着工戸数は、景気後退を主な要因として大きく減少した。

分譲マンションでは、新規供給戸数は増加、一戸当たり平均面積と分譲価格はほぼ横ばいであった。

（民間設備投資は大幅に減少）
　21年の民間設備投資は大幅に減少し、大企業・中小企業とも１から３月期から７から９月期にかけて大幅に減少した。目的別では、維持・補修と研究開発の割合が上昇した。また、情報化投資は減少した。非居住用建築物の着工は大幅に減少した。公共投資は増加した。
（輸出入ともに過去最大の減少幅）
21年は、20年後半からの景気後退の影響を受けて、輸出入ともに前年を大幅に下回り、前年比で過去最大の減少幅となった。年後半には、アジアを中心に輸出が回復してきたものの、依然として低水準で推移している。

品目別では、輸出入ともに、すべての主要品目で前年を下回ったが、輸出では、一般機械、電気機器、原料別製品が、輸入で鉱物性燃料が、減少に大きく寄与している。

第２節　産業活動は低調

（生産活動は急落後、持ち直しへ）
21年の生産および出荷指数は、年前半では低下が続いたが、後半は持ち直しの動きが見られた。しかし、年全体では前年を大幅に下回る水準で推移した。業種別の生産推移では、落ち込みとその後の回復に差違がみられ、本格的な回復にはいたっていない。

（雇用は悪化し、厳しい状況に）
完全失業率は、21年４から６月期以降急速に悪化し、全国との格差が広がった。完全失業率の上昇は、男は就業者数の減少、女は労働力人口の増加が主な要因となっている。有効求人倍率は、21年前半は低下傾向が続いたが、年後半に下げ止まった。

（物価は低下）
物価は、昨年まで高騰した原油・原材料等市況の反動減の影響を大きく受けた。

21年の消費者物価は、生鮮食品を除く総合で、前年比で低下した。月別では、４月までプラスで推移したのち、５月以降はマイナスで推移した。要因別に寄与度をみると、エネルギーは年後半にマイナスに転じ、生鮮食品を除く食料は４から６月期からマイナスとなった。

国内企業物価は、石油・石炭製品、非鉄金属、スクラップなどを中心に低下した。

（企業倒産件数は2年連続増加）
21年の企業倒産は２年連続の増加となり、負債総額も同様に２年連続の増加となった。負債総額は、１から３、10から12月期は大型倒産が発生したことから前年同期比で大幅な増加となった。

第３章　平成21年の企業動向

第１節　厳しい状況が続くなか、持ち直しの動きもみられる

（企業の業況判断は厳しいが持ち直しの動きもみられる）
大阪府内企業の業況判断は、年間を通して大きな減少が続いたが、年後半に減少幅は若干和らいできた。業種別でみると、製造業は年後半に持ち直したが、非製造業は持ち直しの動きが弱く低迷した。規模別では、大企業は年後半に幾分改善したが、中小企業は年間を通して大きなマイナスが続いた。

（営業利益は低下が続き、資金繰り状況は厳しい）
　営業利益は年間を通して大きな落ち込みが続いたが、大企業では年後半にプラスに戻った。資金繰りは厳しい状況が続く。

（雇用過剰感は高水準が続く）
雇用過剰感は全体として年後半に和らぐものの、高水準が続いた。特に製造業で高い過剰感があり、大企業では年後半に高止まりした。

第２節　中小企業の景況は年後半にやや持ち直しの動き
（景況はやや持ち直しの動き）
21年の府内主要中小企業業種の景況総合判断ＤＩは、年前半に大幅に低下した後、年後半にやや持ち直しの動きがみられた。中小企業の売上高も徐々にマイナス幅が縮小した。

（受注、販売は減少）
業種別にみると、消費関連は、エコポイント制度などの効果で一部の耐久消費財で下げ止まりの動きがみられたものの、それ以外は買い控え傾向が一層強まり個人消費が低迷した結果、受注や販売の減少が続いた。消費者の低価格志向が続いたことから販売単価も低下した。

建設関連は、建築着工が低水準で推移し、公共土木工事関連が引き続き低調であったため受注は引き続き減少した。

生産関連は、21年前半までは前年の低迷を受けて、受注は大幅に落ち込んだ。21年後半にはエコカー減税などの効果で自動車向けが回復に転じたものの、それ以外は受注減少が続いた。

消費関連、建設関連、生産関連の各業種とも、原材料価格などは落ち着いた動きとなったものの、年間を通して需要減退に伴う価格低下圧力を受けた。
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